
概 要

医療計画作成指針（薬剤師の確保について）
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○ 薬剤師の確保の記載にあたって、踏まえるべき具体的な観点を明確化。
・ 病院薬剤師では病棟薬剤業務やチーム医療等、薬局薬剤師は在宅医療や高度薬学管理等を中心に業務・役割のさらなる充実が求められ

ており、そのために必要な薬剤師の確保を図るため、病院及び薬局それぞれにおける薬剤師の就業状況を把握する。
・ 地域医療介護総合確保基金を積極的に活用の上、地域の実情に応じた薬剤師確保策（特に病院薬剤師）を講じる。
・ 確保策の検討・実施にあたっては、都道府県（薬務主管課、医務主管課）、都道府県薬剤師会・病院薬剤師会等の関係団体が連携して

取り組む。

薬剤師偏在の課題

○ 薬剤師の従事先には業態の偏在や地域偏在が存在。特に病院薬
剤師の確保は喫緊の課題。

○ 都道府県と都道府県薬剤師会・病院薬剤師会の間で、薬剤師不
足の把握状況や認識にギャップ。

地域医療介護総合確保基金の活用

局長通知



概 要

医療計画作成指針（看護職員確保対策の推進について）
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○ 地域の関係者の連携の下、都道府県・二次医療圏ごとの課題を把握し、課題に応じた看護職員確保対策の実施を推進。
○ 都道府県において、地域の実情を踏まえつつ、需要が増大する訪問看護に従事する看護職員の確保方策を定める。
○ 感染症拡大への迅速・的確な対応等のため、都道府県ごとの就業者数の目標の設定等を通じて、特定行為研修修了者その他の専門性の高
い看護師の養成を推進。

○看護職員の需給の状況は都道府県・二次医療圏ごとに差異がある ○新型コロナの重症者の診療に当たっては、専門性の高い看
護師が数多く必要になった。

○訪問看護は需要の増大が大きく、人材確保が困難

※都道府県ナースセンターにおける領域別の看護職員の求人倍率（2020年度）を
比較すると、訪問看護ステーションの求人倍率が3.26倍で最大

局長通知



概 要

医療計画作成指針（医療安全の確保について）
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○ 医療事故調査制度運用の要である病院等の管理者の理解をより深めるため、研修の受講を推進する。
○ 医療機関における医療安全の取組への客観的な評価により、更なる医療安全の向上を図る。
○ 医療安全支援センターについて、相談対応の質の向上を図る観点から、相談職員の研修の受講を推進する。また、医療安全推進協議会の
開催等により、地域の医療提供施設や医療関係団体と連携、協力して運営する体制の構築を推進する。

医療提供施設における医療の安全を確保するための措置

○ 医療提供施設における医療の安全を確保するための措置
に係る現状及び目標として、病院等の管理者に医療事故調
査制度についての理解を促す観点から研修の受講者割合を
盛り込むとともに、病院における医療安全の取組への客観
的な評価により、当該取組を推進していくため、他の病院
から医療安全対策に関して評価を受けている又は第三者評
価を受審している病院数の割合を新たに項目へ盛り込む。

医療安全支援センター

○ 医療安全に関する情報提供、研修等求められる業務に即した項目を盛
り込むとともに、相談対応の質の向上を図る観点から、研修を受講した
相談職員数の割合を追加する。また、医療安全推進協議会については、
その開催状況についても把握する。

局長通知



▶ ４月18日開催の第１回地域医療専門委員会にて、二次医療圏設定の方向性については、現状維持と
しつつ､５疾病６事業及び在宅医療ごとの圏域設定は、しっかりと検討議論を行った上で、計画に位置
付けることとして了承を得たところ。

医療計画作成指針（二次医療圏の設定について）

二次医療圏の設定に当たっては、地理的条件等の自然的条件及び日常生活の需要の充足状態、交通事情等の社会的条件
を考慮して一体の区域として病院における入院に係る医療（三次医療圏で提供することが適当と考えられるものを除
く。）を提供する体制の確保を図ることが相当であると認められる区域を単位として認定することとなるが、その際に参
考となる事項を次に示す。

○ 人口構造、患者の受療の状況（流入患者割合及び流出患者割合を含む。）、医療提供施設の分布など、健康に関する
需要と保健医療の供給に関する基礎的事項については、二次医療圏単位または市町村単位で地図上に表示することなど
を検討する。また、人口規模が100万人以上の二次医療圏については、構想区域としての運用に課題が生じている場合
が多いことを踏まえ、必要に応じて区域の設定の見直しについて検討するとともに、地域医療構想調整会議について、
構想区域内をさらに細分化した地域や地域の医療課題等の協議項目ごとに分けて開催するなど運用上の工夫を行うこと。
なお、患者の受療状況の把握については、患者調査の利用の他、統計学的に有意な方法による諸調査を実施することが
望ましい。
人口規模が20万人未満の二次医療圏については、入院に係る医療を提供する一体の区域として成り立っていないと考

えられる場合（特に、流入患者割合が20％未満であり、流出患者割合が20％以上である場合）、その設定の見直しにつ
いて検討すること。なお、設定の見直しを検討する際は、二次医療圏の面積や基幹となる病院までのアクセスの時間等
も考慮することが必要である。
また、設定を変更しない場合には、その理由（地理的条件、当該圏域の面積、地理的アクセス等）を明記すること。

○ 既存の圏域、すなわち、広域市町村圏、保健所・福祉事務所等都道府県の行政機関の管轄区域、学校区（特に高等学
校に係る区域）等に関する資料を参考とすること。

○ 構想区域に二次医療圏を合わせることが適当であること。
○ ５疾病・５事業及び在宅医療のそれぞれに係る医療連携体制を構築する圏域については、従来の二次医療圏に拘らず、
患者の移動状況や地域の医療資源等の実情に応じて弾力的に設定すること。

局長通知
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■ 次期北海道医療計画における第二次医療圏の区域については､現状維持とし
つつ､５疾病６事業及び在宅医療ごとの圏域設定は、しっかりと検討議論を
行った上で、計画に位置付けることとしてはどうか。

■ 道南３圏域の統合や東胆振・日高圏域の統合など、今回検討を行った見直
しの内容については、次期計画の中で経過等を明らかにすることとしてはど
うか。

■ 地域における医療連携体制については､構想区域を単位として､公立・公
的・民間の区別無く、医療機関間の機能分化・連携の議論を進めていること
から、第二次医療圏の見直しを行った他県の例やこのたびの見直し検討の経
過も参考に、２０２６年度以降の新たな地域医療構想の策定に向け､構想区域
の在り方を検討し､第９次医療計画の策定に合わせ、第二次医療圏を構想区域
と整合を図ることとしてはどうか。

■ ただし、そうした場合にあっても、第二次医療圏の見直しが将来的に、都
市部への医療資源の偏在を加速させることのないよう留意の上、判断するこ
ととしてはどうか。

次期北海道医療計画で定める第二次医療圏の区域設定の考え方について【案】
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○ 病院又は診療所の開設等を行う場合は、都道府県知事（保健所設置市長、特別区長）に開設等の許可申
請を行い、許可を受ける必要。（医療法第７条）

○ 開設等の許可に対し、既存の病床数が基準病床数を超える地域（病床過剰地域）では、以下のとおり対応。

仕組み

病床の整備について、病床過剰地域から非過剰地域へ誘導することを通じて、病床の地域的偏在を是正し、全国

的に一定水準以上の医療を確保

目的

①公的医療機関等（※）

・ 都道県知事は、都道府県医療審議会の意見を聴いて、許可をしないことができる。（医療法第７条の２）

※ 公的医療機関等： 医療法第３１条に定める公的医療機関（都道府県、市町村その他厚生労働大臣の定める者（地方独立行政法人、日
本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、厚生農業協同組合連合会等）の開設する医療機関）及び医療法第７条の２第１項２号から８
号に掲げる者（共済組合、健康保険組合、地域医療機能推進機構等）が開設する医療機関

②その他の医療機関
・ 都道府県知事は、医療計画の達成の推進のため特に必要がある場合には、都道府県医療審議会の意見を聴いて、
開設・増床等に関して、勧告を行うことができる。（医療法第30条の11）

・ 病床過剰地域において、開設許可等に係る都道府県知事の勧告に従わない場合は、保険医療機関の指定を行わない
ことができる。（健康保険法第65条第４項）

特例措置

○ 病床過剰地域であっても、一定の条件を満たす場合には、特例として新たに病床を整備することが可能。
＜特例が認められるケース＞
・ がん又は循環器疾患に係る専門病床など、特定の病床を整備する場合
・ 公的医療機関等を含め、複数の医療機関の再編統合を行う場合 等

（Ｒ4.5.25_第8回第8次医療計画等に関する検討会資料１）

医療計画作成指針（基準病床数制度について①）
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医療計画作成指針（基準病床数制度について②）

● 療養病床及び一般病床 ※（①＋②）＋③（加減）
①療養病床
｛(当該区域の性別及び年齢階級別人口)×(全国平均の性別及び年齢階級別療養病床入院受療率)の
総和－(介護施設及び在宅医療等で対応可能な数)＋(０～当該区域への他区域からの流入入院患
者数の範囲内で知事が定める数)－(０～当該区域から他区域への流出入院患者数の範囲内で知
事が定める数)｝×(１／病床利用率)

②一般病床
｛(当該区域の性別及び年齢階級別人口)×(当該区域の性別及び年齢階級別一般病床退院率)の総和
×平均在院日数＋(０～当該区域への他区域からの流入入院患者数の範囲内で知事が定める数)
－(０～当該区域から他区域への流出入院患者数の範囲内で知事が定める数)｝×(１／病床利用
率)

③基準病床数の都道府県間調整
当該都道府県において、都道府県外への流出入院患者数が都道府県内への流入入院患者数

よりも多い場合は、流出先都道府県との調整協議を行った上で、都道府県間を超える患者の流
出入について、合意を得た数を各二次医療圏の基準病床数に加減することができる。

● 精神病床
● 結核病床
● 感染症病床

都道府県の区域ごとに算定

○ 各都道府県において、一般病床・療養病床は二次医療圏ごとに、以下の算定式に基づき算出。

局長通知
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５疾病・５事業及び在宅医療以外の疾病等について、その患者動向や医療資源等について現状を把握した上で、都道府県における疾病等の
状況に照らして特に必要と認める医療等については、次の事項を考慮して記載する。
また、各疾病等に対する医療を担う医療機関等の名称も記載するよう努める。

①障害保健対策
②結核・感染症（インフルエンザ、エイズ、肝炎など）対策
③移植医療対策（臓器移植、造血幹細胞移植）
④難病等（難病、リウマチなど）対策
⑤アレルギー疾患対策
⑥慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）対策
⑦慢性腎臓病（ＣＫＤ）対策
⑧今後高齢化に伴い増加する疾患等対策

ロコモティブシンドローム、フレイル及び大腿骨頚部骨折対策（予防、医療、
介護）、誤嚥性肺炎などの都道府県の取組

⑨歯科保健医療対策
⑩血液の確保・適正使用対策
⑪医薬品等の適正使用対策
⑫医療に関する情報化
・医療提供施設の情報システム（電子レセプト、カルテ等）の普及状況と取組
・情報通信技術（ICT）を活用した医療機関及び関係機関相互の情報共有への取組
（情報セキュリティ対策を含む。）

⑬保健・医療・介護（福祉）の総合的な取組

医療計画作成指針（その他医療を提供する体制の確保に関し必要な事項） 局長通知
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医療計画の推進体制等

医療計画作成指針（施策の評価及び見直し）

施策の実施状況については、都道府県は、設定した数値目標等を基に、施策の達成状況を検証し、次の医療計画の見
直しに反映させることが求められる。
法第30条の６に基づいて行う施策の評価及び見直しについては、次に掲げる項目をあらかじめ医療計画に記載する。

①施策の目標等
５疾病・５事業及び在宅医療の医療連携体制に係る数値目標等

②推進体制と役割
施策の目標を達成するための推進体制及び関係者の責務と役割

③目標の達成に要する期間
④目標を達成するための方策
⑤評価及び見直し
⑥進捗状況及び評価結果の広報・周知方法

【北海道医療計画】

北海道総合保健医療協議会
（地域医療専門委員会）

【北海道医療計画(地域推進方針)】

保健医療福祉圏域連携推進会議
（21圏域ごと）

道本庁 保健所

連携

● 施策の目標、推進体制、推進方策、評価・見直し方法等を計画に明記。
● ６年（在宅医療、外来医療及び医師の確保に関する事項については３
年）ごとに、施策全体又は医療計画全体の達成状況について調査、分析、
評価及び公表を行い、必要があるときは計画を変更すること。

● ５疾病・５事業及び在宅医療については、評価・見直し体制及び公表方
法を明らかにした上で、数値目標の年次推移や施策の進捗状況の把握、評
価について定期的に実施し、目標に対する進捗が不十分な場合、その原因
を分析した上で、必要に応じて施策の見直しを図ること。

局長通知
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整
合
性

北海道における「協議の場」に関する対応について

国の「総合確保方針」（地域における医療及び介護を総合的に確保するための基本的な方針）
医療計画、市町村介護保険事業計画及び都道府県介護保険事業支援計画を一体的に作成し、これらの計画の整合性を

確保することができるよう、都道府県や市町村における計画作成において、関係者による協議の場を設置し、より緊密
な連携が図られるような体制整備を図っていくことが重要である。

【目 的】
国の「総合確保方針」

に対する道の考え方につ
いて整理し、医療及び介
護保険計画を策定する際
の「道の基本方針」の位
置付けとする。

【基本方針の策定】
道庁関係課による協議

の上、「道の基本方針」
を策定し、道計画（医
療・介護保険）策定委員
会に報告するとともに、
振興局を通じて市町村あ
て通知。

【策定時期】
令和 年 月

【目 的】
道の医療計画及び介護保険

計画と、市町村介護保険計画
の整合性を確保するため、21
圏域単位で関係者との協議を
行う。

【協議の場】
◆地域の関係者との協議
（医療に関する協議）
「保健医療福祉圏域連携推進
会議」（保健所所管）におい
て、計画全般の協議等を行う。
（R5.夏頃、R6.1月予定)

◆市町村との協議
（介護に関する協議）
「高齢者保健福祉圏域連絡協
議会」（社会福祉課管）にお
いて、医療計画（在宅医療）
と介護保険計画（介護ｻｰﾋﾞｽ）
の整備目標等の整合を図る。
（R5.夏頃、R6.1月予定）

【目 的】
各計画作成に至るまで、

医療及び介護保険計画策定
に係る有識者会議において
適宜情報提供、意見交換等
を行う。

【協議の場】
◆医療計画
総医協地域医療専門委員会

◆介護保険事業支援計画
介護保険事業支援計画検討
協議会

【開催予定時期】
令和５年７月頃
・計画骨子案等

令和５年10月頃
・計画素案

令和６年２月頃
・計画案

北海道医療計画

北海道介護保険
事業支援計画

市町村介護保険
事業計画

一体的な作成を目指す

（連動）

（調和）

「道の基本方針」の策定 地域での協議（21圏域） 道全体での協議

５疾病・５事
業等に係る
各種計画
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地域（21圏域）における「協議の場」に関するスケジュール

医

療

介

護

道
計
画
骨
子

道
計
画
指
針
案

【保健所】
地域推進
方針

(21圏域)
の策定

保健所担当者
説明会の開催

（地域推進方針の
策定）

【社会福祉課】
介護に関する
協議の場

(市町村との協議）

高齢者保健福祉
圏域連絡協議会

○各計画策定に当
たっての考え方
の共有

○在宅医療及び介
護保険サービス
の整備目標・見
込量の整合性の
確保に向けた協
議

<事前の整理･調整>

【保健所】
医療に関する
協議の場

（関係者との協議）

保健医療福祉
圏域連携推進会議

○各計画策定に係る
説明

○道計画素案の作成
に向けた協議

【保健所】
医療に関する
協議の場

(関係者との協議)

保健医療福祉
圏域連携推進会議

○道計画素案に関
する説明

○道計画素案及び
地域推進方針

（21圏域）策定に
向けた協議

道
計
画
・
市
町
村
計
画
の
策
定

国
指
針
の
発
出 道

計
画
案
の
作
成

【社会福祉課】
介護に関する
協議の場

（市町村との協議）

高齢者保健福祉
圏域連絡協議会

○道、市町村介護
保険計画（素
案）の内容共有

○在宅医療及び介
護保険サービス
の整備目標・見
込量の整合性の
確認

<事前の整理･調整>

道
計
画
素
案
の
作
成

国
指
針
案
の
提
示

R５.夏頃 R６.1月

R６.1月R５.夏頃
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